
項   目 主 要 施 策 ・ 成 果 ・ 予 算 執 行 実 績 

１．総 括 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．一 般 状 況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

国民健康保険は、国民皆保険を支える重要な基盤を担っているが、持続可能な社会保
障制度の確立を図るため、平成３０年度から国民健康保険制度が見直された。財政運営
の責任主体は北海道となり、安定的な財政運営や効率的な事業の確保など中心的な役割
を担う一方で、市町村は、地域住民と身近な関係の中、資格管理や保険給付、保険税率
の決定・賦課・徴収、保健事業など地域におけるきめ細やかな事業を引き続き担う等、
道と市町村が一体となって、国民健康保険事業を運営している。また、道内の統一的な
運営方針としての国保運営方針を示し、市町村が行う事務の広域化、効率化を推進して
いる。 
歳出の状況では、保険給付費が５６０，９４１千円となり、対前年度比１，０１１千

円増加している。北海道へ納める国民健康保険事業費納付金は、３８５，１５７千円で
対前年度比２９，８２２千円の増となった。保健事業費においては、１３，２８４千円
で対前年度比２，４９６千円増加した。歳出総額では対前年度比７，６３５千円減の９
９６，７５４千円となった。 
次に、歳入の状況では、医療給付分、後期高齢者支援金分、介護納付金分の合計で国

保税現年度分収納額が３２３，７５８千円と前年度より６，６１７千円の減少、道支出
金は６０２，４２７千円であった。歳入総額では対前年度比３，３２９千円減の１，０
０３，０５６千円となった。 
なお、基金は繰り入れを行い、令和４年５月３１日現在高１４３，６２０，３２４円

となった。 
 

（ ）前年度 

区     分 状        況 

年 間 平 均 世 帯 数 
(930) 
925世帯 

年 間 平 均 被 保 険 者 数 
(2,104) 
2,077人 

年 間 平 均 介 護 保 険 
第 ２ 号 被 保 険 者 数 

(689) 
670人 

保 険 税 の 納 期 ・ 回 数  7月・8月・10月・12月・1月・2月  6回 

出 産 育 児 一 時 金 
408,000円（令和4年1月以降の出産から12,000円
の加算がある場合がある。） 

葬 祭 費 30,000円 

 
高額療養費の自己負担限度額 
７０歳未満の人の自己負担限度額（月額） 

住 民 税 

課税世帯 

ア 252,600円＋(総医療費－842,000円)×1％ 

イ 167,400円＋(総医療費－558,000円)×1％ 

ウ 80,100円＋(総医療費－267,000円)×1％ 

エ 57,600円 

住民税 

非課税世帯 
オ 35,400円 

※1･2･3～多数回該当(過去１２か月に３回以上世帯単位における高額療養費の支給
に該当し４回目以降の支給に該当)の場合の自己負担限度額は、（※1）140,100円、 
(※2) 93,000円、(※3) 44,400円となる。 
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３．保険税賦課 
  徴 収 状 況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

７０歳以上の人の自己負担限度額（月額） 

 所得要件 
外来 

(個人単位) 

外来＋入院 

(世帯単位) 

現役 

並み 

所得

者 

現役Ⅲ 課税所得690万円以上 252,600円＋(総医療費-842,000円)×1%(※1) 

現役Ⅱ 
課税所得 

380万円以上690万円未満 
167,400円＋(総医療費-558,000円)×1%(※2) 

現役Ⅰ 
課税所得 

145万円以上380万円未満 
 80,100円＋(総医療費-267,000円)×1%(※3) 

一 般 課税所得145万円未満 18,000円(※4) 57,600円(※3) 

低所

得者 

Ⅱ 住民税非課税 8,000円 24,600円 

Ⅰ 
住民税非課税 

（所得が一定以下） 
8,000円 15,000円 

※1･2･3～多数回該当(過去１２か月に３回以上世帯単位における高額療養費の支給
に該当し４回目以降の支給に該当)の場合の自己負担限度額は、（※1）140,100円、 
(※2) 93,000円、(※3) 44,400円となる。 

※4～１年間(８月１日から翌年７月３１日まで)の外来の自己負担額合計の限度額が
144,000円となる。 

 
１．保険税率及び賦課割合 
（１）医療給付費分                                    （ ）前年度 

区   分 税 率 等 一般被保険者賦課割合 

所 得 割 
 （4.52/100） 

 4.52/100 

応 

能 

割 

（73.38） 

 71.84％ 

被 保 険 者 均 等 割 
   （30,000） 

     30,000円 
応 

益 

割 

（19.41） 

 20.47％ 

世 帯 平 等 割 
   （26,000） 

     26,000円 

 （7.21） 

  7.69％ 

賦 課 限 度 額 
  （630,000） 

    630,000円 
 

（２）後期高齢者等支援金分                  （ ）前年度 

区   分 税 率 等 一般被保険者賦課割合 

所 得 割 
(2.30/100) 

2.30/100 

応 

能 

割 

(78.62) 

 77.28％ 

被 保 険 者 均 等 割 
 (11,500) 

   11,500円 
応 

益 

割 

(15.66) 

  16.59％  

世 帯 平 等 割 
  (9,800) 

    9,800円 

 (5.72) 

  6.13％ 

賦 課 限 度 額 
 (190,000) 

   190,000円 
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４．保 険 給 付 

状 況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（３）介護納付金分                                    （ ）前年度 

区   分 税 率 等 一般被保険者賦課割合 

所 得 割 
(0.82/100) 
0.82/100 

応 
能 
割 

(67.40) 
 64.69％ 

被 保 険 者 均 等 割 
  (13,500) 
    13,500円 

応 
益 
割 

(22.87) 
 24.75％ 

世 帯 平 等 割 
   (8,500) 
     8,500円 

(9.73) 
  10.56％ 

賦 課 限 度 額 
 (170,000) 
   170,000円 

 

 
２．保険税収納状況 
一般被保険者分                                   （ ）前年度 

区 分 現 年 度 分 滞納繰越分 計 

調 定 額 
(334,123,300) 
  326,057,500円 

(16,684,215) 
  14,454,560円 

 (350,807,515) 
   340,512,060円 

収 納 額 
(330,374,750) 
 319,733,365円 

 (4,328,107) 
  4,024,930円 

 (334,702,857) 
   323,758,295円 

不納欠損額 
       (0) 
         0円 

(1,576,500) 
1,258,990円 

 (1,576,500) 
1,258,990円  

未 収 額 
  (3,748,550) 
   6,324,135円 

(10,779,608) 
   9,170,640円 

  (14,528,158) 
    15,494,775円 

収 納 率 
   (98.88) 
     98.06％ 

   (25.94) 
    27.85％ 

    (95.41) 
      95.08％ 

１世帯当たり現年度分保険税調定額    ３５２，４９５円(３５９，２７２円) 

１人当たり現年度分保険税調定額      １５６，９８５円(１５８，８０４円) 

医療給付費分限度額超過世帯数及び額      １７９世帯(１９９世帯) 

                     ７３，７４５千円(８７，８２２千円) 

後期支援金分限度額超過世帯数及び額     ２５４世帯(２７３世帯) 

                     ６１，８２２千円(７１，３９７千円) 

介護納付金分限度額超過世帯数及び額        ４３世帯(  ４７世帯) 

                                       ２，９６８千円( ４，９１１千円) 

 

１．療養の給付等内訳 

（１）一般被保険者分                      （ ）前年度  ※印は集計対象外 

区       分 件 数 日  数 費 用 額（円） 

療養の給付等 

診療費 

入 院 
(372) 
440  

(5,000) 
5,702  

(227,254,310) 
223,015,107  

入院外 
(15,833) 
16,707  

(21,705) 
22,984  

(259,065,890) 
268,836,324  

歯 科 
 (3,349) 
3,608  

(5,934) 
6,247  

(52,006,810) 
56,732,920  

調    剤 
(10,784) 
11,019  

※ (12,237) 
※ 12,408枚 

(123,358,120) 
121,881,798  

食 事 療 養 
※ (342) 
※  407  

※ (12,895) 
※ 14,482 

(8,703,314) 
9,834,553 

訪 問 看 護 
(8) 
16  

(13) 
84  

(209,070) 
1,025,740  

計 
(30,346) 
31,790  

(32,652) 
35,017  

(670,597,514) 
681,326,442  
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療   養   費   等 
(478) 
493 

－ 
－ 

(4,168,822) 
3,277,855  

合    計 
(30,824) 
32,283  

(32,652) 
35,017  

(674,766,336) 
684,604,297  

 
２．医療給付の状況 
（１）一般被保険者分                         （ ）前年度  （単位：円） 

区   分 費 用 額 保険者負担分 一部負担金 他法負担分 

療 養 の 
給 付 等 

(670,597,514) 
681,326,442  

(486,102,994) 
492,919,794  

(155,459,353) 
153,239,873  

(29,035,167) 
35,166,775  

療養費等 
(4,168,822) 
3,277,855  

(3,000,671) 
2,384,607  

(1,141,257) 
844,487  

(26,894) 
48,761  

計 
(674,766,336) 
684,604,297  

(489,103,665) 
495,304,401  

(156,600,610) 
154,084,360  

(29,062,061) 
35,215,536  

（２）審査支払手数料                         （ ）前年度 
       １，５５９，６９８円 （１，４９６，８２４円） 

 
３．高額療養費の状況 
（１）一般被保険者分          （ ）前年度（単位：円） 

区   分 件   数 金   額 

70 歳以上対象分 
(562) 

595  

(17,617,539) 

 18,270,640   

世帯合算分 

多数該当分 
(34) 

27  

(1,493,119) 

1,100,606   

そ の 他 
(18) 

51  

(364,702) 

829,929   

多 数 該 当 分 
(111) 

80   

(11,863,269) 

5,805,879   

長 期 疾 病 分 
(47) 

48  

(5,776,875) 

5,484,798   

そ の 他 
(183) 

  203  

(23,796,174) 

26,716,639   

合 計 
(955) 

1,004  

(60,911,678) 

58,208,491   
 

４．その他の保険給付の状況         （ ）前年度（単位：円） 

区   分 件   数 給  付  額 

高額介護合算療養費 
(0) (0) 

1  31,679  

出 産 育 児 一 時 金 
(16) (6,720,000) 

11  4,620,000  

葬 祭 費 
(11) (330,000) 

9  270,000  

傷 病 手 当 金 
(0) (0) 

1  51,480  
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５. 共同事 業 
拠 出 金

 

６．保 健 事 業 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

７. 直営診療 
施設繰出金 

８．そ の 他 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（ ）前年度  
退職者医療事務費拠出金              ２３円（７５円) 
 

（ ）前年度  
１．特定健康診査等事業費      ６，４７６，３５８円（５,３７５,６２２円） 
 
２．医療費通知                   ２９４，５４６円  （２９７,９２７円） 

通知年月 診療年月 通知件数 

令和３年 4月 令和２年12月～令和３年 1月分 763（826） 

令和３年 6月 令和３年 2月～ 3月分 724（791） 

令和３年 8月 令和３年 4月～ 5月分 758（791） 

令和３年10月 令和３年 6月～ 7月分 768（802） 

令和３年12月 令和３年 8月～ 9月分 753（801） 

令和４年 2月 令和３年10月～11月分 756（805） 

 
３．ジェネリック医薬品利用差額通知    １２，１３８円（１１,１９３円） 

通知年月 診療年月 通知件数 

令和３年 6月 令和３年 3月 55（44） 

令和３年10月 令和３年 7月 72（85） 

令和４年 2月 令和３年11月 67（56） 

 
４．高齢者インフルエンザ予防接種委託料 ４８０，０００円（５２６,５００円） 
 
５．高齢者肺炎球菌ワクチン接種委託料  １１８，４４０円（１３１,６００円） 
 
６. 歯周疾患病健診委託料          ９，４６０円（３３,４４０円） 
 
７. ヘルスアップ事業費       ５，８９７，４７３円（４,４１１,７２４円） 
 

（ ）前年度 
直営診療施設繰出金   ９，５４３，０００円（１２，２４８，０００円) 
 
１．繰入金の状況 
（１）一般会計繰入金の状況                               （単位：円） 

令和３年度 令和２年度 令和元年度 平成30年度 平成29年度 

61,810,786 58,868,231 63,592,021 62,585,763 62,778,465 

（２）国民健康保険準備基金繰入金の状況                      （単位：円） 

令和３年度 令和２年度 令和元年度 平成 30年度 平成 29年度 

11,694,000 0 0 15,817,578 16,131,194 

 
２．国民健康保険準備基金積立の状況 

 預金利息              ５９，６２７円 
   今年度末基金残高     １４３，６２０，３２４円 
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